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1．2011年3月期（2010年度）第1四半期決算概要

2．2010年3月期（2009年度）決算概要

3．当社業績推移

4．財務戦略



1．2011年3月期（2010年度）第1四半期決算概要
1-1 P/L（新セグメント表示）

（単位：億円）

2011年3月期
（2010年度）

2010年3月期
（2009年度） 増減

対通期予想
進捗率

営業利益

（2010年度）

第1四半期

183

（2009年度）

第1四半期

356

増減

△ 172

進捗率

15.2%
賃貸

分譲

住宅分譲

237

△19
△ 22

243

158
138

△ 6

△ 177
△ 161

26.1%

-
-

投資家向け分譲等

マネジメント

三井ホーム、その他

3

74

△ 50

19

68

△ 57

△ 15

5

6

3.3%

24.8%

-

純金利負担

消去他

その他の営業外損益

△ 71

△ 58

17
△ 77

△ 57

10
6

△ 1

7

-

特別損益

法人税、少数損益

四半期純利益

△ 17
△ 67

44

-
△ 127

161

△ 17
60

△ 116 9 0%

3

四半期純利益 44 161 △ 116 9.0%



1．2011年3月期（2010年度）第1四半期決算概要
1-2 B/S

2011年3月期
（2010年度）

2010年3月末
（2009年度末）

増減

（単位：億円）

（ 年度）

第1四半期末
（2009年度末）

増減

総資産 37,613 37,104 508

有利子負債（※1）

自己資本（※2）

B/S
18,268 17,467 801

10,032 10,078 △ 45

D/Eレシオ（倍）（※3） 1.82 1.73 0.09

（※1） 期末有利子負債：短期借入金＋コマーシャルペーパー＋短期償還社債＋社債＋長期借入金

（※ ） 自 資本 純資産 少数株主持分 新株予約権（※2） 自己資本：純資産－少数株主持分－新株予約権

（※3） D/Eレシオ：期末有利子負債（オンバランス）／自己資本

4



1．2011年3月期（2010年度）第1四半期決算概要
1-3 C/F

2011年3月期
（2010年度）

2010年3月期
（2009年度） 増減

（単位：億円）

（ 年度）

第1四半期
（ 年度）

第1四半期
増減

営業C/F △ 567 △ 887 319

投資C/F

財務C/F
C/F

△ 193 △ 293 99

695 1,176 △ 481

フリーC/F（営業C/F＋投資C/F） △ 761 △ 1,180 419
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2．2010年3月期（2009年度）決算概要

単位 億

2-1 P/L （旧セグメント表示）

（単位：億円）

2010年3月期
（2009年度）

2009年3月期
（2008年度）

増減

営業利益 1,205 1,715 △ 509
賃貸

分譲

997 995 2
△分譲

住宅分譲

投資家向け分譲等

仲介 販売受託 ﾝｻﾙﾃ ﾝｸﾞ

120
114

6

74

486
204

282

181

△ 365
△ 90

△ 275

△ 106仲介･販売受託･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

管理受託

完成工事、部材商品、
施設営業、その他

74

159

181

155

△ 106

3

46 79 △ 33

その他の営業外損益 25 37 △ 12

純金利負担 △ 292 △ 292 0

消去他 △ 194 △ 182 △ 11

当期純利益 600 835 △ 234

その他の営業外損益

特別損益

法人税、少数損益

25 37 △ 12
37 △ 301 338

△ 376 △ 324 △ 51

6

当期純利益 600 835 △ 234
1株当たり当期純利益（円） 68.39 95.10 △ 26.71



2．2010年3月期（2009年度）決算概要
2-2 P/L（新セグメント表示）

（単位：億円）

2010年3月期 2009年3月期
増減

営業利益

年 月期
（2009年度）

年 月期
（2008年度）

増減

1,205 1,715 △ 509
賃貸

分譲

955 941 13

124 492 △ 367
住宅分譲 114 204 △ 90

投資家向け分譲等 10 287 △ 277

マネジメント 297 388 △ 91
三井ホーム、その他 38 77 △ 38

営業外損益（純金利負担他）

特別損益
△ 266 △ 254 △12

37 △ 301 338

消去他 △ 210 △ 184 △ 25

法人税、少数損益

当期純利益

37 301 338
△ 376 △ 324 △ 51

600 835 △ 234

7

1株当たり当期純利益（円） 68.39 95.10 △ 26.71



2．2010年3月期（2009年度）決算概要
2-3 B/S, C/F

2010年3月末
（2009年度末）

2009年3月末
（2008年度末）

増減

（単位：億円）

（2009年度末） （2008年度末）
増減

総資産 37,104 37,583 △ 479

有利子負債（※1）

自己資本（※2）

B/S
17,467 17,335 131

10,078 9,786 291

D/Eレシオ（倍）（※3）

営業C/F

1.73 1.77 △ 0.04

843 △ 409 1 253

投資C/F

営業C/F

財務C/F
C/F

843 △ 409 1,253

△ 648 △ 1,416 767

△ 197 1,822 △ 2,019財務C/F

フリーC/F（営業C/F＋投資C/F)

△ 197 1,822 △ 2,019

195 △ 1,826 2,021

（※1） 期末有利子負債：短期借入金＋コマーシャルペーパー＋短期償還社債＋社債＋長期借入金
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（※1） 期末有利子負債：短期借入金＋コマ シャル パ ＋短期償還社債＋社債＋長期借入金

（※2） 自己資本：純資産－少数株主持分－新株予約権

（※3） D/Eレシオ：期末有利子負債（オンバランス）／自己資本



2．2010年3月期（2009年度）決算概要
2-4 賃貸等不動産の時価開示

「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準/適用基準」に則り、当期末から賃貸等不動産の時価を開示しております。

賃貸等不動産の時価開示

＊対象範囲
賃貸されている不動産、投資不動産、遊休不動産

＊対象外資産
棚卸資産、物品の製造や販売、サービスの提供、経営管理目的で保有する不動産およびＳＰＣが保有する資産

（三井不動産グループの場合、主にオフィスビルや商業施設、賃貸住宅が該当し、自社運営のホテルやゴルフ場、
自用物件は対象外となる。連結貸借対照表に計上されている有形・無形固定資産2兆1,058億円（2010年3月期）のうち、
1兆8 458億円が対象となる ）1兆8,458億円が対象となる。）

なお、当該賃貸等不動産に関する賃貸損益（減価償却後）は、794億円。

（億円）（億円）

当期末の連結貸借対照表計上額 18,458

当期末の時価

差額

25,998

7,539

9

差額 7,539



3．当社業績推移

2009年度、2010年度業績を底に、次の成長軌道へ

（億円） （億円）

1,800

2,000
賃貸 分譲 マネジメント

1,618

1,792
1,715

営業利益
（左軸）

当期純利益
（右軸）

保有 開発 マネジメント （～2005年度）

（2006年度～）
1,200

409

466

473 388

297

1,400

1,600

1,032 1,092
1,157

1,375

,

1,205
752

873
835

800

1,000

319 322 343
443

487

572 492

124
221 287 331

297

800

1,000

1,200
,

565 600
600

650 601 600 633
753 850 941 955

200

400

600
255

144

286

200

400

0

200

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 （年度）

▲157 ▲118 ▲117 ▲110 ▲88 ▲103 ▲106その他（※） ▲171
0

10

（※）その他： 「完成工事」、「部材商品販売」、「施設営業」、「その他」の各セグメント、単体の一般管理費を含む（～2005年度）

「三井ホーム」、「その他」の各セグメント、単体の一般管理費含む（2006年度～）



4．財務戦略

健全な財務体質を維持し、成長のための投資機会に備える

期末有利子負債 オフバランス負債残高 D/Eレシオ推移（※1 2 3）

2.50 20,000
(倍)(億円) 期末有利子負債（左軸）(※1)

期末オフバランス負債（左軸）(※2)

期末有利子負債・オフバランス負債残高、D/Eレシオ推移（※1,2,3）

13,972
13,215 12,790

11 992 12,584

15,504

17,335 17,467 17,4002.22 

2.00 

1.86 1.77 1.73 
2.00 

15,000

D/Eレシオ（右軸）(※3)

11,992 ,

1.40 1.33 

1.60 

1.00 

1.50 

10,000

950
2,150 1,930 2,460

3,420 3,990 4,210 4,100
0.50 

5,000

（※1）期末有利子負債：短期借入金＋コマーシャルペーパー＋短期償還社債＋社債＋長期借入金

0.00 0

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
（年度末）

（予想）

（※2）期末オフバランス負債：当社が出資するSPCにおける負債のうち、当社責任範囲分

（※3）D/Eレシオ：期末有利子負債（オンバランス）／自己資本
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5．賃貸事業（オフィスビル）



東京都心部空室率は 2009年夏以降上昇傾向に落ち着きが見られたが 上昇傾向は継続

5．賃貸事業（オフィスビル）

5-1 市場動向

(%) 当社（首都圏 単体） 都心5区（資料 三鬼商事） 都心5区Aクラ （資料 CBRE）

東京都心部空室率は、2009年夏以降上昇傾向に落ち着きが見られたが、上昇傾向は継続。
需給動向など注視は要するが、企業の業績改善など明るい兆しも

オフィス空室率の推移

8.0

10.0

(%) 当社（首都圏・単体） 都心5区（資料：三鬼商事） 都心5区Aクラス（資料：CBRE）

8.57%

8.8%
(03/6)

8.75%
(10/3) 9.14%

(10/6)

6.1%6.1%
(10/3)

2.0

4.0

6.0

資料：三鬼商事㈱

8.57%
(03/6,8)

2.49%
(07/11)

0.9% 3.9%
(10/3)0.9%

4.1%
(10/6)

(10/6)

5.8%
(03/9)

(10/3)

0.0

2.0

02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3 09/3 10/3

資料：三鬼商事㈱

CBリチャードエリス㈱

オフィスビル新規供給量（東京23区大規模）

(06/6)
( )

(07/6)
0.6%
(06/7)

216200

250
(万㎡)

未竣工 竣工済

オフィスビル新規供給量（東京23区大規模）

過去平均103万㎡/年
（延床面積ベース）

10年以降平均100万㎡/年
（延床面積ベース）

99
72

91
125 121

77

154
119

65
86 85

153

140 7650

100

150

資料：森ビル㈱

36
72 65

45
0

98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

資料：森ビル㈱

(調査時点：2009年12月末)

（年）
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5．賃貸事業（オフィスビル）

5-1 市場動向

都心5区のオフィス市況（平均賃料、空室率）

空室率の上昇傾向が継続し、平均賃料の弱含みの状態が続く

9.0 

10.0 

(8.57%)10/3
10/6 03/6

(%)

03/8

7.0 

8.0 

04/10

03/3
04/3

(＠17 526円／月・坪)

5.0 

6.0 

02/3

09/3

05/3

(＠17,526円／月・坪)

3.0 

4.0 

08/3

0 /3

07/11

06/3
08/8

07/3

(＠22,901円／月・坪)

1.0 

2.0 (2.49%)

資料：三鬼商事㈱

07/1107/3

0.0 
17,000 18,000 19,000 20,000 21,000 22,000 23,000 24,000

資料：三鬼商事㈱
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5．賃貸事業（オフィスビル）

5-2 当社の優位性

オフィスビル開発、賃貸、運営における強み

都心好立地の リアバラン の良い
当社保有ビル 都心5区床面積内訳 2010年3月末現在（※1）

都心好立地のエリアバランスの良い

ポートフォリオ

再開発事業を着実に推進する開発力 千代田区
新宿区

約 ㎡

当社保有ビル 都心5区床面積内訳 2010年3月末現在（※1）

再開発事業を着実に推進する開発力

約3,000社のテナント企業との長期安定的

なリレーション

千代田区
約20万㎡

約10万㎡

中央区

当社保有ビル エリア別床面積比率 2010年3月末現在（※1）
港区

約10万㎡

中央区
約31万㎡

都心5区

その他

首都圏
5%

地方
20%

品川区
約3万㎡

都心5区

（※2）
75%

%

※1 連結ベース、共有物件を含む（国内）

※2 千代田区、中央区、港区、品川区、新宿区
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5．賃貸事業（オフィスビル）

5-3 主要設備投資

厳選したプロジェクトに継続的に投資

主要設備投資
（新規）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
（新規）

オフィスビル

旧・JFEビル（土地・建物）

約850億円

旧・三井生命大手町ビル

（土地・建物）；約1,180億円

淀屋橋三井ビル

（土地・建物）；約250億円

ｸﾞﾗﾝﾄｳｷｮｳﾉｰｽﾀﾜｰ（建物）

；約220億円

千代田区富士見

二丁目計画（土地）；

約360億円

三井住友銀行本店ビル

（旧･JFEビル）（建物）

室町東三井ビル

（室町東2-2街区）（建物）

；約220億円

横浜三井ビル（土地）

商業施設
ららぽーと豊洲（建物）；

約130億円

LAZONA川崎（建物）

三井アウトレットパーク

マリンピア神戸（土地）；

約110億円

ララガーデン川口（建物）

三井アウトレットパーク

仙台港（建物）

ララガーデン長町（建物） 三井アウトレットパーク

札幌北広島（建物）

三井アウトレットパーク

滋賀竜王（建物）滋賀竜王（建物）

設備投資額（合計） 2,203億円 3,404億円 1,650億円 619億円 1,400億円（予定）

東京ミッドタウン

2012年度 2013年度2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

竣工

主要オフィスビル スケジュール

東京ミッドタウン

グラントウキョウノースタワー

淀屋橋三井ビル

三井住友銀行本店ビル（旧・JFEビル）

横浜三井ビル

竣工

竣工

竣工

着工 竣工取得

取得 着工 竣工横浜三井ビル

室町東三井ビル（室町東２－２街区）

青海Q街区計画

室町東地区計画（２－３街区）

千代田区富士見二丁目計画

着工 竣工

着工 竣工

取得 着工 竣工

取得 着工・竣工未定

着工 竣工取得

千代田区富士見二丁目計画

大手町一丁目三井ビル（旧・三井生命大手町ビル）

三信ビル・日比谷三井ビル建替計画

取得 事業計画策定中 着工・竣工未定

事業計画策定中

取得 着工・竣工未定
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5．賃貸事業（オフィスビル）

5-4 主要プロジェクト

開発力を活かしたポートフォリオの継続的な向上

主な新規稼動プロジェクト オフィスビル 築年数比率 （※）主な新規稼動プロジェクト

竣工
年度

プロジェクト名
（※印：転貸もしくは共同事業）

所在 貸付可能面積

2010 三井住友銀行本店ビルディング 東京都千代田区 約 46,000 ㎡

室町東三井ビル
東京都中央区 約 21 000 ㎡

〈2002年度末〉 〈2009年度末〉

築5年以内 築5年以内

オフィスビル 築年数比率 （※）

(室町東2-2街区) 東京都中央区 約 21,000 ㎡

2011 広島紙屋町プロジェクト（※） 広島市中区 約 14,000 ㎡

名古屋三井ビルディング新館 名古屋市中村区 約 11,000 ㎡

新橋一丁目計画 東京都港区 約 5,000 ㎡

御成門計画 東京都港区 約 6,000 ㎡

都 ㎡

17％

226万㎡

23％

264万㎡
築6～
10年

14％

日本橋本町三丁目建替計画（※） 東京都中央区 約 8,000 ㎡

築地五丁目計画（※） 東京都中央区 約 12,000 ㎡

横浜三井ビルディング 横浜市西区 約 49,000 ㎡

2012 日本橋本町二丁目街区計画（※） 東京都中央区 約 14,000 ㎡

青海Q街区計画（※） 東京都江東区 約 44,000 ㎡

（※） 単体ベース、転貸物件含む

4%
（建替予定）

2013 室町東地区開発計画
2-3街区（※）

東京都中央区 約 19,000 ㎡

室町東地区開発計画
1-5街区（※）

東京都中央区 約 8,000 ㎡

札幌三井ビル建替計画（札幌市中央区）

2014年度以降

・札幌三井ビル建替計画（札幌市中央区）

・千代田区富士見二丁目計画（東京都千代田区）

・北品川五丁目第1地区再開発計画（東京都品川区）

・三信ビル・日比谷三井ビル建替計画（東京都千代田区）

・日本橋二丁目計画（東京都中央区）

大手 東京都

千代田区富士見二丁目計画三井住友銀行本店ビルディング竣工年度および貸付可能面積は今後変更となる可能性があります。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名は仮称を含みます。

・大手町一丁目三井ビル（東京都千代田区）
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6．賃貸事業（商業施設）



6．賃貸事業（商業施設）

6-1 市場動向

個人消費の不振から各業態とも売上減少傾向が継続するも、足元では改善の兆し

4%

業態別の売上高前年対比

-2.1%
-1.6% -1.7%

0.3% 0.3% 0.0%

-1.5%
-2.3%

-2.8% -2.8%
-0.2% -0.7% -0.5%-2.1%

3 2% -2.6% -2.7%
-1.4%

-0.7%

-4.3%
-4%

0%

4%

-6.8%-4.3%

-10.1%

-3.2% -3.5%
6% 2.7%

-12%

-8%
SC総合 百貨店 チェーンストア

（年）2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

資料：百貨店協会、日本ショッピングセンター協会、チェーンストア協会

当社施設別売上高前年同期対比

（年）

-0 4% -3.3%
0%

4%

8% SC総合（マーケットデータ） ららぽーと（既存8施設）

-2.7%

0.4%

-6.7% -6.0%
-7.7% -8.0%

-4.0%

-12%

-8%

-4%

2008年度/1Q 2008年度/2Q 2008年度/3Q 2008年度/4Q 2009年度/1Q 2009年度/2Q 2009年度/3Q 2009年度/4Q

19

2008年度/1Q
(08/4-6)

2008年度/2Q
(08/7-9)

2008年度/3Q
(08/10-12)

2008年度/4Q
(09/1-3)

2009年度/1Q
(09/4-6)

2009年度/2Q
(09/7-9)

2009年度/3Q
(09/10-12)

2009年度/4Q
(10/1-3)

資料：日本ショッピングセンター協会



6．賃貸事業（商業施設）

6-2 当社の優位性

施設種別毎の固定賃料と変動賃料比率 2009年度 （※）商業施設 種別毎の売上比率 2009年度 （※）

多様な施設種別と安定的な収益構造

80%

100%

施設種別毎 固定賃料 変動賃料比率 年度 （ ）

約20% 約20%
約40%

約5%
その他

10%都心型商業施設

商業施設 種別毎の売上比率 2009年度 （※）

20%

40%

60% 変動賃料

固定賃料

約80% 約80%
約60%

約95%50%

20%

10%
10%

0%

20%

ららぽーと アウトレット その他 全施設計

（※）一部転貸物件含む
（※）一部転貸物件含む

三井ショッピングパーク ララガーデン三井ショッピングパーク ららぽーと 三井アウトレットパーク 都心型商業施設

ららぽーとTOKYO BAY 交詢ビルララガーデン長町三井アウトレットパーク入間ららぽ とTOKYO BAY 交詢ビルララガ デン長町

都心型商業施設
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6．賃貸事業（商業施設）

6-3 主要プロジェクト

当社運営の商業施設（首都圏） 主な新規稼動プロジェクト

首都圏を中心にエリア最適施設を展開

当社運営の商業施設（首都圏）

開業
年度

プロジェクト名
（※印：転貸もしくは共同事業）

所在 店舗面積

2009 ららぽーと磐田 静岡県磐田市 約 50,000 ㎡

主な新規稼動プロジェクト

ららぽーと新三郷 埼玉県三郷市 約 60,000 ㎡

ララガーデン長町 宮城県仙台市 約 19,000 ㎡

2010 銀座トレシャス（※） 東京都中央区 約 4,500 ㎡

三井アウトレットパーク 札幌北広島 北海道北広島市 約 23,000 ㎡

三井アウトレットパーク 滋賀竜王 滋賀県蒲生郡 約 27,000 ㎡

G1プロジェクト（※） 東京都中央区 約 7,000 ㎡

2011 ギンザコマツ建替計画（※） 東京都中央区 約 8,000 ㎡

寧波アウトレット計画（※） 中国浙江省寧波市 約 16,000 ㎡

三井ショッピングパーク ららぽーと

三井アウトレットパークジャズドリーム
長島増床（第４期）

三重県桑名市 約 9,000 ㎡

三井アウトレットパーク倉敷計画 岡山県倉敷市 約 20,000 ㎡

2012 青海Ｑ街区計画（※） 東京都江東区 約 49,000 ㎡

三井アウトレットパーク木更津金田計画 千葉県木更津市 約 25 000 ㎡三井ショッピングパ ク ららぽ と

三井アウトレットパーク

三井ショッピングパーク ララガーデン

都心型商業施設

三井アウトレットパ ク木更津金田計画 千葉県木更津市 約 25,000 ㎡

竣工年度および貸付可能面積は今後変更となる可能性があります。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名は仮称を含みます。

都心型商業施設
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7．分譲事業（住宅分譲）



7．分譲事業（住宅分譲）

7-1 市場動向

景気の底打ち、住宅支援政策の後押し等により販売状況改善。首都圏の好調な契約率維持と
販売在庫数の減少傾向が定着。市場に底打ち感

首都圏分譲マンションの初月契約率と販売在庫数

80

90

100

8
10
12

（%）（千戸）

在庫（左軸） 初月契約率（右軸）

首都圏分譲 初月契約率 販 在庫数

82.8%
（10/3）

2008年初月契約率
平均：62.7%

2009年初月契約率
平均：69.7%

83.9%
（10/6）

50

60

70

80

2
4
6
8

400
04/1 04/7 05/1 05/7 06/1 06/7 07/1 07/7 08/1 08/7 09/1 09/7 10/1

首都圏分譲マンションの新規発売戸数と戸当平均価格

資料：㈱不動産経済
研究所

85 84
744 920

6,120
(18.9%)

5,932
(-3.1%)

5,191
( 12 5%)

6,000

7,000

75

100
（万円）（千戸） 新規発売戸数（左軸） 平均価格（都区部）（右軸） 平均価格（首都圏）（右軸） （カッコ内、対前年比）

74
61

44
36

43

4,663
(1.4%)

4,920
(5.5%)

5,149
(4.7%)

(-12.5%)

4,104
(0 9%)

4,108
(0 1%)

4,200
(2.2%)

4,644
(10.6%)

4,775
(2.8%)

4,535
(-5.0%)

4,000

5,000

25

50

資料：㈱不動産経済
研究所
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7．分譲事業（住宅分譲）

7-2 当社の優位性

高原価物件 計上本格化により

資産回転の加速と、強みである高付加価値物件の着実な推進

ブランド別売上割合 2009年度 (分譲マンション）

高原価物件の計上本格化により

2010年度の収益性低下

新規用地の継続的な取得

ブランド別売 割合 年度 (分譲 シ ）

パークマンション
パークコート

35%

パークホームズ

35%
新規用地の継続的な取得

強みである高付加価値型物件の

着実な事業推進

35%
パークタワー
パークシティ

30%
着実な事業推進

売上高、用地取得関係費、営業利益率の推移（住宅分譲） 地域別売上割合 2009年度（分譲マンション）

2,378
2,703

3,050 3,009
3,2609.4 

11.4 

6.7 
6 0

9.0 

12.0 

2 000

3,000

4,000
（億円） （%）

関西・中部
5%

その他地方
5%

1,423
1,117 954

1,074

3.8 

2.5 

0.0 

3.0 

6.0 

0

1,000

2,000

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

首都圏

90%
2006 2007 2008 2009 2010

（予想）売上高（左軸）

用地取得関係費（左軸）

営業利益率（右軸）

（年度）
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7．分譲事業（住宅分譲）

7-3 主要プロジェクト

主な計上予定プロジェクト

競争力のある商品、首都圏中心の展開

マンションブランドラインアップ

計上年度 物件名 所在 総戸数（うち当社シェア）

2009 パークコート赤坂ザ・タワー 東京都港区 479戸 （ 70%）

パークシティ浜田山 東京都杉並区 522戸 （100%）

パ ﾞ

短期回転型
中小規模マンション

最高級
マンション

都市型
ハイグレードマンション

パークシティ武蔵小杉ﾐｯﾄﾞｽｶｲﾀﾜｰ 神奈川県川崎市 794戸 （ 80%）

広尾ガーデンフォレスト 東京都港区 667戸 （ 50%）

プライムアリーナ新百合ヶ丘 神奈川県川崎市 393戸 （ 70%）

2010 パークコート麻布十番ザ・タワー 東京都港区 369戸 （ 40%） パークホームズ吉祥寺グランテラス パークコート赤坂ザ･タワー

パークタワーグランスカイ 東京都品川区 613戸 （100%）

2011 検見川浜レジデンス 千葉県千葉市 379戸 （ 43%）

パークシティ南千里丘 大阪府摂津市 586戸 （100%）

パークシティ柏の葉キャンパス二番街 千葉県柏市 880戸 （100%）

超高層マンション
環境創造型
大規模開発

THE ROPPONGI TOKYO
（六本木三丁目再開発）

東京都港区 611戸 （45%）

2012 目黒区下目黒二丁目計画 東京都目黒区 231戸 （100%）

六本木一丁目南地区第一種市街
地再開発事業

東京都港区 269戸 （100%）
パークシティ浜田山パークタワーグランスカイ

2013年度以降

・武蔵小杉駅南口地区東街区第一種市街地再開発事業

・飯田橋駅西口地区第一種市街地再開発事業

・北品川五丁目地区第一種市街地再開発事業

・鹿島田駅西部地区第一種市街地再開発事業

・桜上水団地マンション建替事業

＜ランドバンク＞ （2010年3月末時点）

地 得済 確定 約

リゾートマンション
都心型小世帯向け
マンション

・桜上水団地マンション建替事業

計上年度は複数年度にわたる物件があります。また、計上年度は今後変更となる可能性があります。
物件名は仮称を含みます。

用地取得済み（確定）：約1万9千戸（シェア後）

計画段階（再開発等）：約1万3千戸（シェア前）
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8．分譲事業（投資家向け分譲）



8．分譲事業（投資家向け分譲）

8-1 市場動向

J-REIT市場－諸施策や不動産市場安定化ファンド組成により回復に向けた動きが加速

2009年秋以降の諸制度の改正・信用力の強化策、資金繰りの支援策

J-REIT市場の回復に向けた動き

公募増資の再開 投資法人債の発行再開

合併、再編の進展 デット調達環境の改善

J-REIT市場における新規物件取得による外部成長のサイクルへ

J REIT市場を起点とした不動産投資市場全体の回復を期待J-REIT市場を起点とした不動産投資市場全体の回復を期待
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8．分譲事業（投資家向け分譲）

8-2 J-REIT資産取得動向

2009年秋の不動産市場安定化ファンド組成を機にJ-REIT市場では公募増資、投資法人債
発行や物件取得が再開し、再編も進展。不動産投資市場全体の回復が期待できる状況に

J-REITの資産取得状況

6,000
(億円)

J REITの資産取得状況

2009.9
不動産市場安定化ファンド組成

4,000

5,000 2009.10～

公募増資 10件

合併（公表） 7件

投資法人債発行 12件

2 259

3,000

4,000 投資法人債発行 12件

（2010.6.末現在）

826

2,259

1,360

1 000

2,000

35

826

0

1,000

2008 2008 2008 2008 2009 2009 2009 2009 2010 2010 （年）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

資料：(社)不動産証券化協会
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8．分譲事業（投資家向け分譲）

8-3 当社の優位性

不動産投資市場の回復を睨み、手持ちプロジェクトの開発を推進

投資家向け分譲用棚卸資産の内訳 （※） 多様な投資家との成長・共生モデル

稼働
ビル

約30％

開発中･
開発予定

約

マネジメントマネジメント

当社グループ
運用

J-REIT

約30％ 約30％

売却売却

三井不動産

当社組成
プライベート

マネジメントマネジメント

稼働
商業施設

約25％

稼働
賃貸住宅

約15％

（※）連結ベース、オンバランス販売用不動産・前渡金および流動型SPC保有資産

合計 ： 約5,190億円 （2010年3月末現在）

売却売却

売売

マネジメントマネジメント

グループ ファンド

合計 ： 約5,190億円 （2010年3月末現在）

内 、オンバランス ： 2,810億円

内、オフバランス ： 2,380億円

売却売却

事業法人等
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9．マネジメント事業（プロパティマネジメント）



9．マネジメント事業（プロパティマネジメント）

9-1 当社の優位性

安定的な管理受託に基づくフィー収益

旧・管理受託事業業績推移

200

営業収益（億円）：左軸 管理工事受託
運営管理受託

営業利益（億円）：右軸

1,200

旧 管理受託事業業績推移

143
154 155 159 150

336
293 253 212

774 782

904
996 1,024 1,024

800

1,000
1,005

108 107

127

143

100223
259 221

310
336

695
774 782

600

800

77

50
472 515 561 593 660 731 771 792

200

400

0
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 年度

0

200

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 （年度）
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10．マネジメント事業（仲介）



10．マネジメント事業（仲介）

10-1 市場動向

成約件数の増加傾向が定着し、足元では成約価格もプラスに転じる。好調な市況に

既存住宅流通成約件数の推移と前年同月比

10
15 
20 
25 
30 

3,000

4,000
(%)(戸)

成約件数（左軸）

前年同月比（右軸）

15
-10 
-5 
0 
5 
10 

1,000

2,000

-20 
-15 

0
07/9 07/12 08/3 08/6 08/9 08/12 09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6

資料：（財）東日本不動産流通機構 月例マーケットウォッチ

既存住宅流通成約価格の推移と前年同月比

15 

20 

2 600

2,700
(%)(万円)

成約価格（左軸）

前年同月比（右軸）

既存住宅流通成約価格の推移と前年同月比

-5 

0 

5 

10 

2,400

2,500

2,600

-10 2,300
07/9 07/12 08/3 08/6 08/9 08/12 09/3 09/6 09/9 09/12 10/3 10/6

資料：（財）東日本不動産流通機構 月例マーケットウォッチ
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10．マネジメント事業（仲介）

10-2 当社の優位性

首都圏リハウス組織のリエンジニアリング実施。個人向け仲介は好調

仲介事業（リハウス）のリエンジニアリング実施仲介事業（リハウス）のリエンジニアリング実施

個人向け仲介は復調

法人向け仲介の本格回復に期待

首都圏リハウス成約件数動向 前年同月比

20 

30 
マンション 土地・戸建 合計

(%)

0 

10 

-20 

-10 

06/3 06/9 07/3 07/9 08/3 08/9 09/3 09/9 10/3
資料：三井不動産販売トレンドマンスリー
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11．2011年3月期（2010年度）業績予想



（単位 億円）

11．2011年3月期（2010年度）業績予想

（単位：億円）

2010年3月期
実績

（2009年度）

2011年3月期
予想

（2010年度）

増減

1 20営業利益 1 210 41,205営業利益 1,210 4

955
124
114

賃貸

分譲

910 △ 45
180 55

住宅分譲 81 △ 33114
10

297
38

住宅分譲

投資家向け分譲等

81 △ 33
99 89

マネジメント 300 2
三井ホーム、その他 42 3
消去他 △ 210△ 222 △ 11

△ 292純金利負担 △ 290 2

37特別損益 △ 100 △ 137

消去他 △ 210△ 222 △ 11

25その他の営業外損益 30 4

△ 376法人税、少数損益 △ 350 26

600当期純利益 500 △ 100

有利子負債 （単位：億円）販売用不動産･前渡金 （単位：億円）

2010年3月期2011年3月期（予想） 増減

17,467有利子負債 17,400 △ 67

2010年3月期2011年3月期（予想） 増減

3,064新規投資 3,300 235

3,006原価回収 3,600 593

有形･無形固定資産 （単位：億円）

36

2010年3月期2011年3月期（予想） 増減

619新規投資 1,400 780

502減価償却費 500 △ 2



12．経営戦略



12．経営戦略

12-1 「経営戦略」、「グローバル化」への対応

加速する社会・経済の構造変化を顧客の視点でとらえ、ビジネスモデルを革新

社会・経済の構造変化 三井不動産グループの対応社会 経済の構造変化 三井不動産グル プの対応

成熟化

人口構造（少子高齢化、人口減少）

価値観・ライフスタイルの多様化

経済（企業部門競争激化 公共部門

社会・経済の構造変化をとらえて
新しい価値を創造

都市に豊かさと潤いをもたらす経済（企業部門競争激化、公共部門
スリム化）

資産ストックの蓄積

都市に豊かさと潤いをもたらす
魅力あふれる街づくり

不動産のクロスボーダー投資加速

グローバル化

不動産のクロスボ ダ 投資加速

企業活動のグローバル化が進展

東アジア経済圏の都市間競争の激化

グローバルなマーケットでの
不動産の

ソリューション・パートナーへ

ビジネス・観光等のインバウンド拡大
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12．経営戦略

12-2 「グローバル化」への対応

中国など東アジアエリアの活力を取り込むため、パイロットプロジェクトを具体化

上海
●

東アジアへの進出
●

ロンドン
（英国三井不動産）

ニューヨーク
（三井不動産アメリカ）

●東京

上海
（三井不動産投資諮詢）

（三井不動産アメリカ）

●

シンガポール
（三井不動産アジア・ＴＩＤ）

● 東アジアニーズの
取り込み

39

※上海での分譲マンション計画（’10年2月）、寧波でのアウトレット計画（’10年4月）着工済み



12．経営戦略

12-3 次の成長軌道に向けて

危機対応の早期完了と、次の成長軌道

各コア事業の再点検と強化、リエンジニアリング

「成熟化」への対応－加速する国内の市場環境変化をとらえた事業展開成熟化」 対応 加速する国内 市場環境変化をとらえた事業展開

「グローバル化」への対応－中国など東アジアでの成長戦略の具体化

成長に向けた健全な財務体質の維持

2009 2010
2012 2013 2014 2015 20162011

2009 2010

危機対応と
次の成長への準備期間

中長期経営計画（策定予定）

成長 準備期間
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補足資料



補足資料-1 連結貸借対照表（2010年3月期）

短期借入金・
コマーシャルペーパー

短期償還社債

三井不動産
アメリカG
6 (0%)

販売用不動産・前渡金

その他 161 (2%)

有利子負債内訳 / 長短比率
（BSベース）資産計 : 3兆7,104億円

（単位：億円）

流動資産 9,875 負債 26,811 
現金預金 632 有利子負債 17,467 
販売用不動産 前渡金 6 825

3,134
(18%)

三井不動産
レジデンシャル

4 012
三井不動産

2 645

6 (0%) 販売用不動産･前渡金 6,825 

営業出資金 7344,012 
(59%)

2,645 
(39%) 長期借入金・社債

14,333 (82%)

営業出資金 734 
その他の流動資産 1,683 

固定資産 27,228
有形･無形固定資産 21,058 

有利子負債内訳 / 直接比率

預り敷金･保証金 3,667 
（賃貸等不動産） （18,485）

その他負債 5,677 
有形・無形固定資産

主要複合施設

社債
2,450
(14%)   

純資産 10,292 
（自己資本） (10,078)

主要オフィス

主要複合施設
（オフィス＋商業施設）

755(4%)
その他

4,520(21%)

銀行借入・
コマーシャルペーパー

15,017 
(86%)

投資有価証券 3,927 

差入敷金･保証金 1,757 

14,506
(69%)

主要商業施設
1,277(6%)

42

その他固定資産 485 

設備投資額 619 
減価償却費 502 

※主要資産；期末簿価残高100億円以上の資産
(開発中物件含む)

※その他 ；期末簿価残高100億円未満の資産
(オフィス、商業施設等)



補足資料-2 SPC投資とオフバランス負債（2010年3月期）

総エクスポージャー ： 5,480億円

A t 5 480 4 100Debt
（単位：億円）

流動型 2 380億円

Assets 5,480 4,100Debt
　オフバランス負債 4,100　バリューアップ型

　開発型

650

1,730
流動型 2,380億円

保有型 3,100

営業出資金 730Equity 1,380

,

＋

投資有価証券 650

　オンバランス投資 1,380

上の表の金額は、個々のヴィークルにおける当社のエクイティシェアに対
応する「アセット」、「デット」、「エクイティ」のそれぞれの合計額を表す。

07/3期の決算短信から開示した「一定の特別目的会社に係る開示に
関する適用指針」での開示基準と異なる。

数字は全て10億円単位の概数である。

アセットにおける「バリューアップ型」 「開発型」 「保有型」の区分はアセットにおける「バリューアップ型」、「開発型」、「保有型」の区分は
当社独自の基準による。
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補足資料-3 株主構成

6 3
6.2 

37 0
34.5 

47 3
49.4 

9 4
9.9 

2009

2010

3月末日時点の株主構成比

7.5 
6.4 
6.3 
6.3 

39.1 
36.7 

33.8 
37.0 

45.1 
47.8 

50.3 
47.3 

8.3 
8.8 
9.6 
9.4 

2006

2007

2008

2009

10.7 
10.9 
9.9 
9.3 

51.6 
52.9 

47.8 
45.7 

28.9 
29.1 

34.4 
37.6 

8.9 
7.1 
7.9 
7.5 

2002

2003

2004

2005

10 7
11.5 
13.4 

10.9 

51 1
52.2 

46.7 
49.0 

26 3
25.1 

27.8 
30.2 

11 9
11.3 
12.2 

9.9 

1998

1999

2000

2001

13.5 
12.3 
11.9 

10.7 

50.1 
47.6 
48.8 
51.1 

19.8 
25.3 
25.6 

26.3 

16.6 
14.8 
13.7 
11.9 

1994

1995

1996

1997

1998

16.1 
14.7 
14.7 
14.0 

48.1 
47.0 
48.3 
49.4 

15.2 
20.0 
19.1 
19.3 

20.6 
18.3 
17.9 
17.3 

1991

1992

1993

1994

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人 金融機関 外国人 その他
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補足資料-4 賃貸事業（オフィスビル）のポートフォリオ

物 件 名 新宿三井ビルディング
グラントウキョウ

ノースタワー
霞が関ビル 日本橋三井タワー 東京ミッドタウン

所 在 東京都新宿区 東京都千代田区 東京都千代田区 東京都中央区 東京都港区

延 床 面 積 約 179,000 ㎡ 約212,000 ㎡ 約 153,000 ㎡ 約 130,000㎡ 約 311,000 ㎡

貸付可能面積 約 104,000 ㎡ 約 65,000㎡ 約 96,000㎡ 約 51,000㎡ 約184,000㎡

建 物 規 模 地上55階 地下3階 地上43階 地下4階 地上36階 地下3階 地上38階 地下4階 地上54階 地下5階建 物 規 模

竣 工 年 度 1974年9月 2007年10月 1968年4月 2005年7月 2007年3月

物 件 名
日本橋一丁目

ビルディング
ゲートシティ大崎 神保町三井ビルディング 赤坂Bizタワー

三井住友銀行
本店ビルディング

所 在 東京都中央区 東京都品川区 東京都千代田区 東京都港区 東京都千代田区

延 床 面 積 約 98,000 ㎡ 約 291,000 ㎡ 約 88,000 ㎡ 約 218,000 ㎡ 約80,000㎡

貸付 能 積 約50 000 ㎡ 約 155 000 ㎡ 約 51 000 ㎡ 約 99 000㎡ 約46 000㎡貸付可能面積 約50,000 ㎡ 約 155,000 ㎡ 約 51,000 ㎡ 約 99,000㎡ 約46,000㎡

建 物 規 模 地上20階 地下4階 地上24階 地下4階 地上23階 地下3階 地上39階 地下3階 地上23階 地下4階

竣 工 年 度 2004年1月 1999年1月 2003年3月 2008年1月 2010年7月
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補足資料-5 賃貸事業（商業施設）のポートフォリオ

三井ショッピングパーク ららぽーと

物 件 名 ららぽーとTOKYO BAY ららぽーと横浜 アーバンドック ららぽーと豊洲 LAZONA川崎 ららぽーと新三郷

所 在 葉県船橋市 神奈 県横浜市 東京都 東 神奈 県 崎市 埼 県 郷市所 在 千葉県船橋市 神奈川県横浜市 東京都江東区 神奈川県川崎市 埼玉県三郷市

延 床 面 積 約 307,000 ㎡ 約 226,000 ㎡ 約 165,000 ㎡ 約 172,000 ㎡ 約 142,000 ㎡

店 舗 面 積 約 113,000 ㎡ 約 92,000 ㎡ 約 63,000 ㎡ 約 78,000 ㎡ 約 60,000 ㎡

店 舗 数 約 540店舗 約 280店舗 約 190店舗 約 300店舗 約 170店舗

開 業 年 度 1981年4月 2007年3月 2006年10月 2006年9月 2009年9月

三井アウトレットパーク 都心商業施設
三井ショッピングパーク

ララガーデン

パ パ パ
物 件 名

三井アウトレットパーク
札幌北広島

三井アウトレットパーク
滋賀竜王

三井アウトレットパーク
マリンピア神戸

交詢ビルディング ララガーデン川口

所 在 北海道北広島市 滋賀県蒲生郡 兵庫県神戸市 東京都中央区 埼玉県川口市

延 床 面 積 約 40,000 ㎡ 約 44,000 ㎡ 約 36,000 ㎡ 約 17,000 ㎡ 約 60,000 ㎡

店 舗 面 積 約 23 000 ㎡ 約 27 000 ㎡ 約 22 000 ㎡ 約 8 500 ㎡ 約 26 000 ㎡店 舗 面 積 約 23,000 ㎡ 約 27,000 ㎡ 約 22,000 ㎡ 約 8,500 ㎡ 約 26,000 ㎡

店 舗 数 約 130店舗 約 160店舗 約 130店舗 19店舗 約 90店舗

開 業 年 度 2010年4月 2010年7月 1999年10月 2004年10月 2008年11月
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補足資料-6 新旧セグメント対照表

商業施設

賃貸 オフィス

【旧セグメント】

賃貸オフィス

【新セグメント】

セグメント変更概念図 ～ 旧セグメントと新セグメント区分の比較

商業施設

住宅賃貸

（うち住宅リース等）

（うち三井ホーム）

商業施設

その他賃貸

リパーク・その他

（うちリパーク）

分譲 住宅分譲
分譲住宅分譲

投資家向け分譲等

（うち三井ホーム）

管理受託 運営管理受託

完成工事

投資家向け分譲等

マネジメントプロパティ
管 受託

管理工事受託

マネジメント

仲介・
アセット

マネジメント等

プロパティ
マネジメント

仲介・販売受託・
コンサルティング

仲介

販売受託

住宅部材・
商品等販売

住宅部資材販売

その他商品販売

三井ホーム

その他商品販売

コンサルティング

施設営業

その他

施設営業

その他

※上記は主要なセグメント変更を図示したものであり、上記以外にもセグメント変更を行ったものがあります。 47



Disclaimer

免責事項

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、発表時点で入手可能な

情報に基づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性を内包するものです。

経済情勢、市場動向、経営環境の変化などにより、予想と異なる可能性があることにご留意くださ

い。い。

また、本資料の内容については細心の注意を払っておりますが、本資料に関する全ての事項について、

新規性、正当性、有用性、特定目的への適合性、機能性、安全性に関し、一切の保証をいたしか

ねますのでご了承くださいねますのでご了承ください。

また、本資料は投資勧誘を目的としたものではありません。

投資に関する決定は、ご利用者自身の判断においておこなわれるようお願い申し上げます。
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